
三芳町既存住宅耐震化助成要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、三芳町建築物耐震改修促進計画に基づき、現に存する住宅

について耐震診断、耐震改修、建替えを実施する町内の既存住宅の所有者に対

して、予算の範囲内においてその費用の一部を助成すること（以下「耐震化助

成」という。）により、地震による既存住宅の倒壊の被害を防ぎ、安全な住宅

の整備の推進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 (1) 戸建て住宅等 戸建て住宅又は兼用住宅（住宅の用途以外に供する部分

の床面積の合計が、延べ面積の２分の１以上であるもの又は２０平方メート

ルを超えるものを除く。）で、木造にあっては地階を除く階数が２階以下の

ものをいう。 

 (2) 分譲マンション等 建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第

６９号）第２条第２項に規定する区分所有者の居住の用に供している分譲マ

ンション等で、全戸数の半数以上に区分所有者が居住しているものをいう。 

 (3) 既存住宅 町内に所在し、建築確認を取得して昭和５６年５月３１日以

前に着工された戸建て住宅等及び分譲マンション等をいう。  

 (4) 耐震診断 既存住宅の地震に対する安全性を評価することをいう。 

 (5) 耐震補強設計 木造にあっては、耐震診断の上部構造評点が１．０未満

又は耐震診断で地盤若しくは基礎が安全でないと診断された建築物につい

て、当該建築物の上部構造評点が１．０以上又は地盤若しくは基礎が安全に

なるよう行われる工事の設計をいい、木造以外にあっては、耐震診断の構造

耐震指標が０．６未満の建築物について当該建築物の構造耐震指標が０．６

以上になるよう行われる工事の設計をいう。  

(6) 耐震改修 耐震補強設計に基づいて実施される改修工事をいう。  

(7) 建替え 現に存する戸建て住宅等を除却し、同一敷地内において新たに

戸建て住宅等を建築する工事をいう。ただし、公共事業の施行に伴うものを

除く。 



（助成の対象となる住宅） 

第３条 耐震化助成のうち耐震診断に対する助成の対象となる住宅は、既存住宅

とする。 

２ 耐震化助成のうち耐震改修に対する助成の対象となる住宅は、既存住宅であ

って、木造にあっては、耐震診断の上部構造評点が１．０未満又は耐震診断で

地盤若しくは基礎が安全でないと判断されたものとし、木造以外にあっては、

耐震診断の構造耐震指標が０．６未満のものとする。 

３ 耐震化助成のうち建替えに対する助成の対象となる住宅は、戸建て住宅等で

あって、木造にあっては、耐震診断の上部構造評点が１．０未満又は耐震診断

で地盤若しくは基礎が安全でないと判断されたものとし、木造以外にあっては、

耐震診断の構造耐震指標が０．６未満のものとする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その

他法令に違反していることが明らかな建築物は耐震化助成の対象とならない。 

（助成の対象者） 

第４条 耐震化助成の対象となる者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定めるものとする。 

(1) 耐震診断又は耐震改修に係る耐震化助成  

ア 戸建て住宅等 戸建て住宅等を所有し、かつ、居住している者 

イ 分譲マンション等 マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平

成１２年法律第１４９号）第２条第３号に規定する管理組合その他管理を

行う団体（以下「管理組合等」という。）で、耐震診断又は耐震改修の実

施の決議がなされているもの 

 (2) 建替えに係る耐震化助成 戸建て住宅等を所有し、かつ、居住している

者 

２ 前項の規定にかかわらず、町税を滞納している者は、耐震化助成の対象者と

ならない。 

（助成の対象となる耐震診断） 

第５条 耐震化助成の対象となる耐震診断は、次の各号に定めるものとする。  

 (1) 戸建て住宅等 木造にあっては、財団法人日本建築防災協会が定める｢木

造住宅の耐震診断と補強方法｣に基づく一般診断法又は精密診断法で行った



ものとし、木造以外にあっては、財団法人日本建築防災協会が定める「既存

鉄骨造建築物の耐震診断指針」、「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断

基準」又は「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」に基づく

診断方法で行ったもの 

 (2) 分譲マンション等 財団法人日本建築防災協会が定める「既存鉄骨造建

築物の耐震診断指針」、「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」又

は「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」に基づく診断方法

で行い、その結果を埼玉県耐震改修計画評価委員会要綱第３条第３項に規定

する知事があらかじめ指定する耐震判定委員会等の判定を受けたもの  

（助成の対象となる耐震改修） 

第６条 耐震化助成の対象となる耐震改修は、次の各号に定めるものとする。  

 (1) 戸建て住宅等 戸建て住宅等の耐震診断を行った建築士事務所が耐震補

強設計及び耐震改修の監理を行ったもの。 

 (2) 分譲マンション等 分譲マンション等の耐震診断を行った建築士事務所

が耐震補強設計及び耐震改修の監理を行い、かつ、大規模建築物（延べ面積

が１，０００平方メートル以上で地階を除く階数が３階以上の建築物をいう。

（以下「大規模建築物」という。）にあっては、建築物の耐震改修の促進に

関する法律（平成７年法律第１２３号）第８条第３号の規定による建築物の

耐震改修の計画の認定を受けたものとし、大規模建築物以外の建築物にあっ

ては、埼玉県耐震改修計画評価委員会要綱第３条第３項に規定する知事があ

らかじめ指定する耐震判定委員会等の評価を受けたもの 

（助成の対象となる建替え） 

第７条 耐震化助成の対象となる建替えは、戸建て住宅等で建築確認が取得でき

たものとする。 

（耐震診断等資格者） 

第８条 耐震診断、耐震補強設計及び耐震改修の監理、建替えの設計及び監理を

実施することができる者は、建築士事務所（建築士法（昭和２５年法律第２０

２号）第２３条第１項の規定により登録を受けている建築士事務所をいう。）

の建築士とする。 

（耐震改修及び建替え施工者） 



第９条 耐震改修及び建替えを施工することができる者は、建設業法（昭和２４

年法律第１００号）第２条第３項に規定する建設業者とする。  

（助成金の額） 

第１０条 耐震化助成の助成金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定めるものとする。ただし、助成金の額に１，０００円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てるものとする。  

 (1) 耐震診断に対する助成 次に掲げる区分に応じた額 

  ア 戸建て住宅等 耐震診断に要した費用の額に２分の１を乗じて得た額

又は５万円のいずれか少ない額 

イ 分譲マンション等 １棟につき、耐震診断に要した費用の額に２分の１

を乗じて得た額、戸数に２万円を乗じて得た額又は１００万円のうち最も

少ない額 

(2) 耐震改修に対する助成 次に掲げる区分に応じた額 

ア 戸建て住宅等  耐震改修に要した費用の額に１００分の２０を乗じて

得た額又は２０万円のいずれか少ない額  

イ 分譲マンション等 １棟につき、耐震改修に要した費用の額に１００分

の２０を乗じて得た額、戸数に１０万円を乗じて得た額又は５００万円の

うち最も少ない額 

(3) 建替えに対する助成の額 戸建て住宅等の建替えに要した費用の額に１

００分の２０を乗じて得た額又は２０万円のいずれか少ない額  

（助成の制限） 

第１１条 前条各号に定める耐震化助成は、それぞれ対象となる住宅１棟に対し

１回限りとする。 

（申請手続） 

第１２条 耐震化助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、実施

前に次の各号の区分に応じ、次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければな

らない。 

 (1) 耐震診断 

  ア 三芳町既存住宅耐震化助成申請書（様式第１号） 

  イ 付近見取図（方位、道路及び目標となる地物を明示したもの）  



  ウ 現存する住宅の建築確認済証又は建築時期がわかる書類の写し  

エ 当該住宅の所有者全員が確認できる書類  

オ 申請者以外の当該住宅の所有者が耐震診断を実施することについて承

諾する旨の書類（様式第２号） 

カ 町が町税の納付及び居住の状況等を確認することについて同意する旨

の書類（様式第３号） 

キ 耐震診断の実施の決議がなされていることが確認できる書類（分譲マン

ション等） 

  ク 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めた書類  

 (2) 耐震改修 

  ア 三芳町既存住宅耐震化助成申請書（様式第１号） 

  イ 付近見取図（方位、道路及び目標となる地物を明示したもの）  

  ウ 現存する住宅の建築確認済証又は建築時期がわかる書類の写し  

  エ 当該住宅の所有者全員が確認できる書類  

  オ 耐震診断報告書（様式第１０号又は様式第１１号） 

  カ 申請者以外の当該住宅の所有者が耐震改修を実施することについて承

諾する旨の書類（様式第２号） 

  キ 町が町税の納付及び居住の状況等を確認することについて同意する旨

の書類（様式第３号） 

ク 耐震改修の実施の決議がなされていることが確認できる書類（分譲マン

ション等） 

  ケ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めた書類  

 (3) 建替え 

  ア 三芳町既存住宅耐震化助成申請書（様式第１号） 

  イ 付近見取図（方位、道路及び目標となる地物を明示したもの）  

  ウ 現存する住宅の建築確認済証又は建築時期がわかる書類の写し  

エ 当該住宅の所有者全員が確認できる書類  

オ 耐震診断報告書（様式第１０号又は様式第１１号） 

カ 申請者以外の当該住宅の所有者が建替えを実施することについて承諾

する旨の書類（様式第２号） 



  キ 町が町税の納付及び居住の状況等を確認することについて同意する旨

の書類（様式第３号） 

  ク 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めた書類  

（適合通知等） 

第１３条 町長は、前条各号による申請を受けたときは、速やかにこれを審査し、

この要綱その他関係法令に適合しているときは、三芳町既存住宅耐震化助成適

合通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。  

（着手） 

第１４条 前条の通知書を受けた申請者（以下「適合者」という。）は速やかに

着手するものとする。耐震改修については、耐震補強設計が完了したときは、

耐震補強設計完了届出書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて町長に提出

しなければならない。 

 (1) 耐震補強設計図 

 (2) 耐震診断書 

 (3) 耐震改修内訳書（耐震改修とリフォーム等工事を分けて記載したもの）  

 (4) 耐震診断等資格者の建築士法第５条第３項による建築士免許証及び建築

士法第２３条の３第１項による建築士事務所登録済証の写し  

(5) 分譲マンション等の場合で、大規模建築物にあっては、建築物の耐震改

修の促進に関する法律第８条第３項の規定による建築物の耐震改修の計画

の認定を受けたことを証する書類、大規模建築物以外の建築物にあっては、

埼玉県耐震改修計画評価委員会要綱第３条第３項に規定する知事があらか

じめ指定する耐震判定委員会等の評価を得たことを証する書類  

 (6) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めた書類 

２ 町長は、前項の規定による届出を受けた場合は、その内容を審査し、当該耐

震補強設計が適切でないときは、三芳町既存住宅耐震化助成指導通知書（様式

第６号）により当該適合者に対し、是正するために必要な措置をとるよう指導

するものとする。 

３ 適合者が前項の規定による指導に応じないときは、三芳町既存住宅耐震化助

成取消通知書（様式第７号）により当該適合者に対して助成の適合を取り消す

ものとする。 



４ 適合者は、耐震診断、耐震改修、建替えを取りやめるときは、三芳町既存 

住宅耐震化助成辞退届出書（様式第８号）を速やかに町長に提出しなければな 

らない。 

（中間検査） 

第１５条 町長は、必要があると認めたときは、耐震改修及び建替えについて中

間検査を実施することができる。 

（完了報告） 

第１６条 適合者は、次の各号の区分に応じ、速やかに三芳町既存住宅耐震化助

成完了報告書（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければ

ならない。 

 (1) 耐震診断 

  ア 耐震診断の契約書の写し 

  イ 耐震診断の領収書の写し 

  ウ 耐震診断報告書（様式第１０号又は様式第１１号） 

 エ 耐震診断等資格者の建築士法第５条第３項による建築士免許証及び建

築士法第２３条の３第１項による建築士事務所登録済証の写し  

オ 分譲マンション等は、埼玉県耐震改修計画評価委員会要綱第３条第３項

に規定する知事があらかじめ指定する耐震判定委員会等の判定を受けた

ことを証する書類の写し 

  カ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めた書類  

 (2) 耐震改修 

  ア 耐震補強設計及び耐震改修契約書の写し 

  イ 耐震補強設計費用及び耐震改修費用の領収書の写し 

  ウ 建築基準法第６条第１項若しくは同法第６条の２第１項による確認済

証の写し（建築確認を取得した改修の場合） 

  エ 耐震診断等資格者の建築士法第５条第３項による建築士免許証及び建

築士法第２３条の３第１項による建築士事務所登録済証の写し 

  オ 耐震改修の内容がわかる工事状況写真及び工事監理報告書  

  カ 建築基準法第７条第５項若しくは同法第７条の２第５項による検査済

証の写し（建築確認を取得した改修の場合） 



キ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めた書類  

(3) 建替え 

 ア 建替え（新築）工事契約書の写し 

 イ 建替え（新築）工事費用の領収書の写し  

 ウ 建築基準法第６条第１項若しくは同法第６条の２第１項による確認済

証の写し 

  エ 耐震診断等資格者の建築士法第５条第３項による建築士免許証及び建

築士法第２３条の３第１項による建築士事務所登録済証の写し 

 オ 建替え（新築）工事の内容がわかる工事状況写真及び工事監理報告書  

  カ 建築基準法第７条第５項若しくは同法第７条の２第５項による検査済

証の写し 

キ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めた書類  

（決定通知） 

第１７条 町長は、前条の規定による報告を受けたときは、速やかにこれを審査

し、適正に行われたと認めるときは、三芳町既存住宅耐震化助成決定通知書（様

式第１２号）により適合者に通知するものとする。  

（助成金の請求等） 

第１８条 前条の通知書を受けた適合者は、三芳町既存住宅耐震化助成金請求書

（様式第１３号）により町長に請求するものとする。 

２ 町長は、前条の規定による請求を受けたときは、速やかに助成金を交付する

ものとする。 

（不正利得の徴収等） 

第１９条 町長は、適合者が、偽りその他の不正の手段によって助成を受けたと

き、又は関係法令等の規定に違反したときは、当該助成金の全部又は一部の返

還を求めることができる。 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、平成２５年６月１日から施行する。 


